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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第85期

第２四半期
連結累計期間

第86期
第２四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自2021年３月１日
至2021年８月31日

自2022年３月１日
至2022年８月31日

自2021年３月１日
至2022年２月28日

売上高 （百万円） 43,729 47,484 111,081

経常利益 （百万円） 1,030 1,141 5,594

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 723 830 3,984

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 912 1,378 3,904

純資産額 （百万円） 45,709 47,510 48,677

総資産額 （百万円） 74,244 72,520 78,967

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 6.50 7.46 35.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.5 65.5 61.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,683 △104 5,286

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 238 △228 648

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,794 △3,126 △2,851

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 29,699 33,745 37,077

 

回次
第85期

第２四半期
連結会計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年６月１日
至2021年８月31日

自2022年６月１日
至2022年８月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 6.37 6.22

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重

要な変更はありません。

主要な関係会社の異動につきまして、2022年３月１日付で当社100％子会社である株式会社ノムラプロダクツ

は、同じく当社100％子会社である株式会社ＴＮＰおよび株式会社スクエアを吸収合併し、商号を株式会社ノムラ

アークスに変更しております。また、同日付で当社100％子会社であるノムラテクノ株式会社は、同じく当社100％

子会社である株式会社ノムラデュオおよび株式会社ノムラデベロップメントを吸収合併し、商号を株式会社ノムラ

メディアスに変更しております。この結果、当社グループは、当社、連結子会社６社（2022年８月31日現在）によ

り構成されております。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の

状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、以下の経営成績に関する説明における前年同期の実績につきましては、当該会計基準等を

適用する前の指標等となっております。また、当該会計基準等を第１四半期連結会計期間の期首から適用したこと

に伴う主な影響額は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変更）」に記載しており

ます。

 

（１）経営成績

（単位：百万円）

 
前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間
増減額

増減率

（％）

売 上 高 43,729 47,484 3,755 8.6

営 業 利 益 920 1,040 120 13.1

経 常 利 益 1,030 1,141 111 10.8

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
723 830 106 14.8

 

当第２四半期連結累計期間（2022年３月１日～2022年８月31日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症による厳しい状況が徐々に緩和され景気に持ち直しの動きが見られるものの、７月に入って新たな変異株によ

る感染の再拡大が発生し、また、ウクライナ情勢の長期化や急激な円安による資源価格・原材料価格の上昇が見ら

れるなど、依然として不確実性が高い状況が続いております。

当社グループを取り巻く環境におきましては、国内の経済活動の停滞が一段落し、集客に関しての設備投資に回

復の兆しが見られるものの、世界的な金融引締め等を背景とした海外景気の下振れによる国内景気の下押しリスク

が懸念され、また、資材価格等の上昇により採算面での厳しさが増すなど、引き続き予断を許さない状況が続いて

おります。

このような状況において当社グループは、中期経営計画（2020年度～2022年度）の最終年度として「社会から選

ばれるノムラへ」というテーマに向け、働き方改革等により事業の効率性・生産性向上を推進する「人財・企業文

化の戦略」、持続的成長と企業価値向上を支える経営基盤の構築に取り組む「制度・仕組みの戦略」、既存の事業

領域に加えて新たな価値提供を目指す「事業の戦略」という３つの戦略を実行してまいりました。

ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）への取り組みにおきましては、３月に、特に優良な健康経営を実践している

企業として経済産業省より「健康経営優良法人2022（大規模法人部門）」に認定された他、４月には、人権や働き

方、品質・環境・安全、社会貢献活動などのサステナビリティ課題に対して役職員が大切にするべき価値と目指す

方向を示す「サステナビリティ方針」を制定いたしました。また５月には、監査等委員会設置会社へと移行するな

ど、さらなるコーポレート・ガバナンスの充実をはかってまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間につきましては、複合商業施設市場および余暇施設市場等において売上

が増加したことにより、売上高は474億84百万円（前年同期比8.6％増）となりました。利益面におきましては、資

材価格等の上昇や一部価格競争の傾向が強まった結果として売上総利益率が減少したものの、売上高の増加によ

り、営業利益は10億40百万円（前年同期比13.1％増）、経常利益は11億41百万円（前年同期比10.8％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は8億30百万円（前年同期比14.8％増）となりました。

 

なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループの報告セグメントは単一セグメントとなったことから、セグ

メント別の記載を省略しております。
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市場分野別の売上高は次のとおりです。

 

前年同期に複数の大型案件を完工した博物館・美術館市場、博覧会・イベント市場等の売上が減少しましたが、

首都圏において大型商業施設の新装や改装が相次いだ複合商業施設市場、テーマパーク施設やホテルのリニューア

ルなどを手掛け堅調に推移した余暇施設市場等の売上が増加しました。その結果、売上高は474億84百万円（前年

同期比8.6％増）となりました。

 

（単位：百万円）

市場分野名

売　上　高

増減額
増減率

（％）前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

専門店市場

(物販店、飲食店、サービス業態店等)
11,125 11,704 578 5.2

百貨店・量販店市場

（百貨店・量販店等）
1,756 2,293 537 30.6

複合商業施設市場

（ショッピングセンター等）
2,872 4,696 1,823 63.5

広報・販売促進市場

(企業ＰＲ施設、ショールーム、セールスプ

ロモーション、CI等)

3,476 4,163 687 19.8

博物館・美術館市場

（博物館、文化施設、美術館等）
6,735 5,186 △1,548 △23.0

余暇施設市場
(テーマパーク、ホテル・リゾート施設、ア
ミューズメント施設、エンターテインメント
施設、動物園、水族館等)

3,233 5,985 2,751 85.1

博覧会・イベント市場

（博覧会、見本市、文化イベント等）
2,515 1,547 △967 △38.5

その他市場

(オフィス、ブライダル施設、サイン、モ

ニュメント、飲食・物販事業等)

12,014 11,906 △107 △0.9

合　計 43,729 47,484 3,755 8.6

（注）１　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間の市場分野別の実績は、当該会計基準等を適用し

た後の指標等となっております。

２　当社グループの報告セグメントは、従来「ディスプレイ事業」と「飲食・物販事業」に区分しておりま

したが、第１四半期連結会計期間より、「ディスプレイ事業」のみに変更しているため、「飲食・物販

事業」に相当する実績については、「その他市場」に含めて表記しております。
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（２）財政状態

（資産の部）

資産合計は、前期末から64億47百万円減少し、725億20百万円となりました。

流動資産は、前期末から62億82百万円減少し、586億31百万円となりました。これは主に、現金及び預金、棚

卸資産の減少によるものです。

固定資産は、前期末から1億65百万円減少し、138億88百万円となりました。これは主に、固定資産の減価償却

によるものです。

 

（負債の部）

負債合計は、前期末から52億80百万円減少し、250億10百万円となりました。

流動負債は、前期末から53億1百万円減少し、198億15百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛

金、未払法人税等の減少によるものです。

固定負債は、前期末から21百万円増加し、51億95百万円となりました。これは主に、退職給付に係る負債の増

加によるものです。

 

（純資産の部）

純資産合計は、前期末から11億67百万円減少し、475億10百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰

属する四半期純利益の計上による増加はあったものの、配当金の支払いにより減少しました。

この結果、自己資本比率は前期末の61.6％から65.5％となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前期末から33億32百万円減少し、337億45百万円

となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益を計上しましたが、仕入債務および法人税

等の支払等により、1億4百万円の支出（前年同期は16億83百万円の支出）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出等により、2億28百万円の支出（前年同期

は2億38百万円の収入）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、31億26百万円の支出（前年同期は27億94百万

円の支出）となりました。

 

（４）資本の財源及び資金の流動性

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありま

せん。

 

（５）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（７）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（８）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、特記すべき重要な事項はありません。
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（９）生産、受注及び販売の実績

① 市場分野別の生産高の実績

（百万円）

市場分野名 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

専門店市場 12,083 11,540

百貨店・量販店市場 2,446 2,281

複合商業施設市場 2,720 4,542

広報・販売促進市場 3,470 4,137

博物館・美術館市場 5,439 4,960

余暇施設市場 3,370 5,865

博覧会・イベント市場 4,039 1,564

その他市場 12,093 11,748

合計 45,663 46,639

（注）１　生産高の金額は販売価格によっております。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間の市場分野別の実績は、当該会計基準等を適用し

た後の指標等となっております。

 

② 市場分野別の受注高および受注残高の実績

（百万円）

市場分野名
前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

受注高 受注残高 受注高 受注残高

専門店市場 11,586 7,705 11,193 5,175

百貨店・量販店市場 3,944 3,279 3,561 2,092

複合商業施設市場 3,217 3,568 8,441 6,407

広報・販売促進市場 3,148 2,594 9,451 6,939

博物館・美術館市場 6,516 8,686 4,672 4,550

余暇施設市場 10,094 12,437 11,549 17,301

博覧会・イベント市場 3,401 13,077 2,160 952

その他市場 15,115 11,594 14,215 9,423

合計 57,024 62,943 65,246 52,841

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間の市場分野別の実績は、当該会計基準等を適用した後の指

標等となっております。

 

③売上高の実績

市場分野別の売上高の実績については、「（１）経営成績」をご覧ください。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 476,340,000

計 476,340,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年８月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年10月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 119,896,588 119,896,588
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

（１単元：100株）

計 119,896,588 119,896,588 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年６月１日～

2022年８月31日
－ 119,896,588 － 6,497 － 1,624
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（５）【大株主の状況】

  2022年8月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 14,220 12.77

有限会社乃村 東京都渋谷区神山町39-12 10,468 9.40

有限会社蟻田 神奈川県茅ヶ崎市東海岸南1-8-10 10,283 9.23

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1-8-12 5,566 5.00

乃村工藝社共栄会 東京都港区台場2-3-4 3,416 3.07

乃村　洋子 東京都渋谷区 3,316 2.98

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 2,753 2.47

乃村工藝社従業員持株会 東京都港区台場2-3-4 2,510 2.25

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE UKUC UCITS

CLIENTS NON LENDING　10PCT TREATYACCOUNT

（常任代理人 香港上海銀行東京支店カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF

LONDON E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋3-11-1）

2,362 2.12

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON

MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.

（東京都港区港南2-15-1）

2,018 1.81

計 － 56,917 51.11

  （注）当社は、自己株式8,523千株（7.11％）を保有しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式普通株式 8,523,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 111,343,200 1,113,432 同上

単元未満株式 普通株式 30,188 － 同上

発行済株式総数  119,896,588 － －

総株主の議決権  － 1,113,432 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株(議決権220個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
株式会社乃村工藝社

東京都港区台場２丁目
３番４号

8,523,200 － 8,523,200 7.11

計 － 8,523,200 － 8,523,200 7.11

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が4,000株(議決権40個)あります。

なお、当該株式数は、上記①［発行済株式］の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年６月１日から

2022年８月31日まで）および第２四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 37,077 33,745

受取手形及び売掛金 19,480 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 21,416

棚卸資産 ※ 7,216 ※ 1,130

その他 1,202 2,431

貸倒引当金 △64 △92

流動資産合計 64,913 58,631

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,434 6,449

土地 3,743 3,743

その他 2,143 2,163

減価償却累計額 △4,974 △5,090

有形固定資産合計 7,347 7,266

無形固定資産 2,673 2,381

投資その他の資産   

投資有価証券 2,024 2,540

繰延税金資産 1,044 716

その他 1,211 1,223

貸倒引当金 △247 △239

投資その他の資産合計 4,033 4,240

固定資産合計 14,053 13,888

資産合計 78,967 72,520
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,921 12,756

未払法人税等 1,957 462

契約負債 － 3,345

前受金 3,319 －

賞与引当金 1,438 1,548

工事損失引当金 247 101

完成工事補償引当金 46 49

その他 2,187 1,551

流動負債合計 25,117 19,815

固定負債   

退職給付に係る負債 4,809 4,842

その他 363 352

固定負債合計 5,173 5,195

負債合計 30,290 25,010

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,497 6,497

資本剰余金 6,898 6,933

利益剰余金 36,043 34,286

自己株式 △1,081 △1,075

株主資本合計 48,357 46,642

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 259 613

為替換算調整勘定 231 405

退職給付に係る調整累計額 △171 △151

その他の包括利益累計額合計 319 867

純資産合計 48,677 47,510

負債純資産合計 78,967 72,520
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年３月１日
　至　2021年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年８月31日)

売上高 43,729 47,484

売上原価 35,450 39,125

売上総利益 8,279 8,359

販売費及び一般管理費 ※ 7,359 ※ 7,318

営業利益 920 1,040

営業外収益   

受取利息 4 2

受取配当金 36 25

仕入割引 13 10

受取保険金 28 28

その他 29 32

営業外収益合計 112 100

営業外費用   

支払利息 0 －

為替差損 2 －

その他 0 －

営業外費用合計 2 －

経常利益 1,030 1,141

特別利益   

投資有価証券売却益 184 0

その他 － 6

特別利益合計 184 6

特別損失   

固定資産除売却損 1 0

投資有価証券評価損 9 2

店舗臨時休業による損失 9 －

その他 0 －

特別損失合計 21 3

税金等調整前四半期純利益 1,193 1,143

法人税等 476 313

四半期純利益 717 830

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △5 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 723 830
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年３月１日
　至　2021年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年８月31日)

四半期純利益 717 830

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 89 353

為替換算調整勘定 82 174

退職給付に係る調整額 23 19

その他の包括利益合計 195 547

四半期包括利益 912 1,378

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 918 1,378

非支配株主に係る四半期包括利益 △5 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年３月１日
　至　2021年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,193 1,143

減価償却費 541 548

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20 12

賞与引当金の増減額（△は減少） △397 110

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 109 61

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 5 2

工事損失引当金の増減額（△は減少） 70 △116

その他の引当金の増減額（△は減少） △0 1

受取利息及び受取配当金 △41 △28

投資有価証券売却損益（△は益） △184 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 9 2

売上債権の増減額（△は増加） 6,406 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － 4,162

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,997 △142

前渡金の増減額（△は増加） △1,368 △840

仕入債務の増減額（△は減少） △3,487 △3,297

未払金の増減額（△は減少） △169 △403

前受金の増減額（△は減少） △927 －

契約負債の増減額（△は減少） － 1,068

未払消費税等の増減額（△は減少） △954 △223

その他 △52 △385

小計 △1,263 1,675

利息及び配当金の受取額 41 28

利息の支払額 △0 －

法人税等の支払額 △461 △1,807

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,683 △104

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △241 △85

無形固定資産の取得による支出 △279 △127

投資有価証券の取得による支出 △9 △10

投資有価証券の売却及び償還による収入 448 0

敷金及び保証金の差入による支出 △35 △44

敷金及び保証金の回収による収入 335 30

その他 21 7

投資活動によるキャッシュ・フロー 238 △228

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △2,766 △3,100

非支配株主への配当金の支払額 △4 －

その他 △22 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,794 △3,126

現金及び現金同等物に係る換算差額 91 127

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,148 △3,332

現金及び現金同等物の期首残高 33,847 37,077

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 29,699 ※ 33,745
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった株式会社ＴＮＰおよび株式会社スクエアは、同じく当

社の連結子会社である株式会社ノムラプロダクツを吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲

から除外しております。なお、株式会社ノムラプロダクツは、商号を株式会社ノムラアークスに変更しております。

また、当社の連結子会社であった株式会社ノムラデュオおよび株式会社ノムラデベロップメントは、同じく当社の連

結子会社であるノムラテクノ株式会社を吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外し

ております。なお、ノムラテクノ株式会社は、商号を株式会社ノムラメディアスに変更しております。

 

（会計方針の変更）

（「収益認識に関する会計基準」等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」といいま

す。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、顧客との契約について、従来は、成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を、そ

の他の工事契約については完成基準を適用しておりましたが、原則、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわ

たり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは主に見積総原価に対す

る発生原価の割合（インプット法）によっております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、利益剰余金が530百万円増加しております。また、期首の連

結貸借対照表におけるその他の主な影響は、受取手形、売掛金及び契約資産の増加 5,897百万円、棚卸資産の減少

6,259百万円、前受金の減少 1,072百万円等です。さらに、当第２四半期連結累計期間の売上高は6,988百万円増加

し、売上原価は5,580百万円増加し、売上総利益、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

1,408百万円増加しております。

収益認識会計基準を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動資産」に表示していた「受取

手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしま

した。また、「流動負債」に表示していた「前受金」は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」として表示する

こととしました。また、当第２四半期連結累計期間より、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示していた「売上債権の増減額（△は増加）」は

「売上債権及び契約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示し、「前受金の増減額（△は減少）」は「契約負債の

増減額（△は減少）」に含めて表示することといたしました。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度および前第２四半期連結累

計期間について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第12号　2020年３月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に

係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（「時価の算定に関する会計基準」 等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」 (企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいま

す。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基

準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日) 第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあ

りません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年２月28日）
当第２四半期連結会計期間

（2022年８月31日）

仕掛品 7,126百万円 1,036百万円

商品及び製品 89 94

合計 7,216 1,130

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2021年３月１日

　　至 2021年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2022年３月１日

　　至 2022年８月31日）

給料手当 3,265百万円 3,123百万円

賞与引当金繰入額 691 707

退職給付費用 168 155

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2021年３月１日
至 2021年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2022年３月１日
至 2022年８月31日）

現金及び預金勘定 29,699百万円 33,745百万円

現金及び現金同等物 29,699 33,745
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月27日

定時株主総会
普通株式 2,781 25 2021年２月28日 2021年５月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月26日

定時株主総会
普通株式 3,117 28 2022年２月28日 2022年５月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

「Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）」に記載のとおりです。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループの報告セグメントは、従来「ディスプレイ事業」と「飲食・物販事業」に区分しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より、「ディスプレイ事業」のみに変更しております。

この変更は、2022年３月１日付で「飲食・物販事業」を主たる事業内容とする連結子会社が他の連結子会社と合

併したことを機に、当社グループの事業展開、経営資源の配分、経営管理体制等の実態を踏まえ、報告セグメント

は「ディスプレイ事業」のみとすることが適切であると判断したことによるものです。

このため、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間のセグメント情報の記載を省略しており

ます。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

１．取引の概要

当社グループは、2022年３月１日付で㈱ノムラアークス（2022年３月１日付で㈱ノムラプロダクツから商号変更

しております。）および㈱ノムラメディアス（2022年３月１日付でノムラテクノ㈱から商号変更しております。）

をそれぞれ存続会社とする連結子会社同士の吸収合併をおこなっております。

 

(1) ㈱ノムラアークス

①対象となった事業の名称およびその事業の内容

ⅰ．結合企業

名称　　　　㈱ノムラアークス

事業の内容　建築、内装、多店舗、リノベーション、サイン企画、デザイン・設計・制作・施工管理、他関

連業務

ⅱ．被結合企業

名称　　　　㈱ＴＮＰ

事業の内容　飲食店、チェーン店舗の総合エンジニアリングサービス（店舗の建築・内装・設備・厨房の企

画設計、施工）

名称　　　　㈱スクエア

事業の内容　飲食・物販チェーン店舗の設計・監理

②企業結合日

2022年３月１日

③企業結合の法的形式

㈱ノムラアークスを存続会社、㈱ＴＮＰおよび㈱スクエアを消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

㈱ノムラアークス

⑤取引の目的

機能を整理・統合することで専門性を高め、建築内装やサイン、各種不動産ビルの再生、チェーン展開型

店舗等の建設総合サービスを展開しながら、グループ会社の相互連携のもと持続可能な成長を目指して事業

活動をおこなうことを目的としております。

 

(2) ㈱ノムラメディアス

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

ⅰ．結合企業

名称　　　　㈱ノムラメディアス

事業の内容　集客空間のディスプレイ・プロモーション・デジタルメディア・コンテンツ・展示演出装置な

どの企画・設計・制作・保守・運営、店舗運営、オリジナルグッズ開発

ⅱ．被結合企業

名称　　　　㈱ノムラデュオ

事業の内容　集客空間のディスプレイ・プロモーションづくり

名称　　　　㈱ノムラデベロップメント

事業の内容　飲食店・物販店の開発・運営・オリジナルグッズ開発

②企業結合日

2022年３月1日

③企業結合の法的形式

㈱ノムラメディアスを存続会社、㈱ノムラデュオ、㈱ノムラデベロップメントを消滅会社とする吸収合併

④結合後企業の名称

㈱ノムラメディアス

⑤取引の目的

機能を整理・統合することで専門性を高め、集客空間のディスプレイ、プロモーション、運営・物販、メ

ンテナンスサービスなど、総合オペレーションサービスを展開しながらグループ会社の相互連携のもと持続

可能な成長を目指して事業活動をおこなうことを目的としております。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益のうち、収益の認識時期により分解した情報は、次のとおりです。

 

当第２四半期連結累計期間

（自　2022年３月１日

至　2022年８月31日）

収益の認識時期  

一定期間にわたり移転される財またはサービス 46,886百万円

一時点で移転される財またはサービス 598

顧客との契約から生じる収益 47,484

その他の収益 －

外部顧客への売上高 47,484

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年３月１日

至　2021年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年３月１日
至　2022年８月31日）

１株当たり四半期純利益 6円50銭 7円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
723 830

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
723 830

普通株式の期中平均株式数（株） 111,290,372 111,346,239

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年10月７日

株式会社乃村工藝社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙　木　　　修

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　塚　俊一郎

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社乃村工

藝社の2022年３月１日から2023年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年６月１日から2022年８

月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社乃村工藝社及び連結子会社の2022年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社乃村工藝社(E04835)

四半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

